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事務次官

防衛施設周辺における住宅防音事業及び空気調和機器稼働事

業に関する補助金交付要綱第４条第２項及び第１９条に規定

する別に定める額について（通達）

標記について、防衛施設周辺における住宅防音事業及び空気調和機器稼

働事業に関する補助金交付要綱（平成２２年防衛省訓令第１０号）第４条

第２項及び第１９条の規定に基づき、別添のとおり定められたので通達す

る。

なお、空気調和機器稼働費補助金交付要綱第４条の稼働費及び地方事務

費ごとにそれぞれ別に定める額について（施本第５６４号（ＣＦＳ）。１

７．３．３１）、住宅防音工事に係る工事費、設計監理費及び地方事務費

の別に定める額について（施本第１１７５号（ＣＦＳ）。１９．８．３）



及びヘリコプターを主として運用する飛行場周辺における住宅防音工事に

係る工事費及び設計監理費の別に定める額について（施本第１１７６号（

ＣＦＳ）。１９．８．３）は、廃止する。

添付書類：防衛施設周辺における住宅防音事業及び空気調和機器稼働事業

に関する補助金交付要綱第４条第２項及び第１９条に規定する

別に定める額



防衛施設周辺における住宅防音事業及び空気調和機器稼働事

業に関する補助金交付要綱第４条第２項及び第１９条に規定

する別に定める額

第１ 趣旨

この通達は、防衛施設周辺における住宅防音事業及び空気調和機器稼

働事業に関する補助金交付要綱（平成２２年防衛省訓令第１０号。以下

「交付要綱」という。）に規定する防衛施設周辺告示前住宅防音事業、

防衛施設周辺特定住宅防音事業、防衛施設周辺告示後住宅防音事業及び

空気調和機器稼働事業に係る補助の額を算定するために必要な事項を定

めるものとする。

第２ 交付要綱第４条第２項関係

１ 住宅防音工事に係る防音工事の工事費の限度額は、住宅防音工事の

対象となる区域及び工事種別の区分に応じ、それぞれ別表第１に掲げ

る額とする。ただし、次に掲げる飛行場については、別表第２に掲げ

る額とする。

(1) 霞ヶ浦飛行場

(2) 宇都宮飛行場

(3) 相馬原飛行場

(4) 木更津飛行場

(5) 目達原飛行場

(6) 大村飛行場

２ 住宅防音工事に係る防音工事の設計監理費の限度額は、住宅防音工

事の対象となる区域、工事費及び工事種別の区分に応じ、それぞれ別

表第３に掲げる式により算定した額（その額に千円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた額。別表第４において同じ。）とする。

ただし、前項各号に掲げる飛行場については、別表第４に掲げる額と

する。

３ 前２項の規定は、交付要綱第１６条第１項において準用する交付要

綱第４条第２項に規定する別に定める額について準用する。

第３ 交付要綱第１９条関係

１ 稼働費の額は、被保護者等（交付要綱第２条第６号に規定する被保

護者等をいう。以下同じ。）が、空気調和機器（同条第３号に規定す

る空気調和機器から暖房機を除いたものをいう。）を設置したことに



伴い増加した電気の基本料金（以下「増加基本料金」という。）及び

その居住する地域に応じ、交付要綱第１８条第１号に掲げる期間にお

いて支払った各月の電力量料金の合算額とし、その額に１０円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。この場合におい

て、各月の電力量料金は、当該電力量料金から中間期（北海道の地域

を除く地域ごとの暖房機、冷房機又は冷暖房機を使用しない期間）の

電力量料金を差し引いた額（その額が負数となるときは、零）とする。

２ 月の途中で被保護者等でなくなった者又は月の途中で転出により被

保護者等でなくなった者に係る当該月の稼働費の額は、前項の規定に

かかわらず、それぞれ次の各号に掲げる式により算定した額とし、そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。

(1) 月の途中で被保護者等でなくなった者 当該月の増加基本料金

×（当該月の被保護者等であった日数÷当該月の暦日数）＋（当

該月の電力量料金－中間期の電力量料金）×（当該月の被保護者

等であった日数÷当該月の暦日数）

(2) 月の途中で転出により被保護者等でなくなった者 当該月の増

加基本料金×（当該月の被保護者等であった日数÷当該月の暦日

数）＋当該月の電力量料金－（中間期の電力量料金×当該月の被

保護者等であった日数÷当該月の暦日数）

３ 月の途中で被保護者等になった者又は月の途中で転入により被保護

者等となった者に係る稼働費の額は、それぞれ前項各号の規定を準用

する。

４ 中間期の電力量料金は、北海道の地域及び沖縄県の地域以外の地域

にあっては５月の電力量料金、沖縄県の地域にあっては２月及び３月

の電力量料金の平均月額とし、その額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額とする。

５ 稼働費の額は、東北地域にあっては４，１８０円、北海道の地域、

東北地域及び沖縄県の地域以外の地域にあっては１０，４７０円、沖

縄県の地域にあっては２０，９５０円を超えないものとする。

６ 地方事務費の額は、１１０円とする。

第４ 協議

地方防衛局長（東海防衛支局長を含む。）は、この通達により難い

場合は、地方協力局長と協議するものとする。



別表第１
防音工事（第２第１項本文関係）
(1) 北海道の地域及び青森県の地域

区 域
Ｌｄｅｎ６６デシベル以上の区域 Ｌｄｅｎ６２デシベル以上Ｌｄｅｎ６６デシベル未満の区域

工事種別 （８０ＷＥＣＰＮＬ以上の区域） （７５ＷＥＣＰＮＬ以上８０ＷＥＣＰＮＬ未満の区域）

１居室防音工事

１世帯１居室を対象とし ５，０７０千円 ３，７５０千円
て行う防音工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対象とし ７，１７７千円 ４，９３１千円
て行う防音工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対象とし ９，２１４千円 ６，３４６千円
て行う防音工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対象とし １１，２９１千円 ７，５０８千円
て行う防音工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上を対象と １３，１６２千円 ８，６７３千円
して行う防音工事をいう。

注： 専用調理室（台所）、区画された玄関、廊下、浴室その他の居室以外の区画を含めた防音工事に係る額は、当該防音工事の区画内の
居室数に応じた防音工事に係る額に、３，７５０千円を加算した額とし、石綿の使用が明らかな場合における石綿の撤去を伴う防音工
事に係る額は、当該防音工事の居室数に応じた防音工事に係る額に、石綿の撤去に係る額を加算した額とする。ただし、全ての居室に
対して防音工事を実施した住宅については、加算した額をもって限度額とする。



(2) 前号に掲げる地域以外の地域

区 域
Ｌｄｅｎ６６デシベル以上の区域 Ｌｄｅｎ６２デシベル以上Ｌｄｅｎ６６デシベル未満の区域

工事種別 （８０ＷＥＣＰＮＬ以上の区域） （７５ＷＥＣＰＮＬ以上８０ＷＥＣＰＮＬ未満の区域）

１居室防音工事

１世帯１居室を対象とし ４，４４８千円 ２，９３０千円
て行う防音工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対象とし ６，２９６千円 ３，８５３千円
て行う防音工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対象とし ８，０８３千円 ４，９５８千円
て行う防音工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対象とし ９，９０５千円 ５，８６６千円
て行う防音工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上を対象と １１，５４６千円 ６，７７６千円
して行う防音工事をいう。

注： 専用調理室（台所）、区画された玄関、廊下、浴室その他の居室以外の区画を含めた防音工事に係る額は、当該防音工事の区画内の
居室数に応じた防音工事に係る額に、２，９３０千円を加算した額とし、石綿の使用が明らかな場合における石綿の撤去を伴う防音工
事に係る額は、当該防音工事の居室数に応じた防音工事に係る額に、石綿の撤去に係る額を加算した額とする。ただし、全ての居室に
対して防音工事を実施した住宅については、加算した額をもって限度額とする。



別表第２
防音工事（第２第１項ただし書関係）

区 域
Ｌｄｅｎ６２デシベル以上Ｌｄｅｎ６６デシベル未満の区域

工事種別 （７５ＷＥＣＰＮＬ以上８０ＷＥＣＰＮＬ未満の区域）

１居室防音工事

１世帯１居室を対象とし ２，８２２千円
て行う防音工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対象とし ３，７９９千円
て行う防音工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対象とし ４，９３２千円
て行う防音工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対象とし ５，８９６千円
て行う防音工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上を対象 ６，８５７千円
として行う防音工事をいう。

注： 専用調理室（台所）、区画された玄関、廊下、浴室その他の居室以外の区画を含めた防音工事に係る額は、当該防音工事の区画内の
居室数に応じた防音工事に係る額に、２，８２２千円を加算した額とし、石綿の使用が明らかな場合における石綿の撤去を伴う防音工
事に係る額は、当該防音工事の居室数に応じた防音工事に係る額に、石綿の撤去に係る額を加算した額とする。ただし、全ての居室に
対して防音工事を実施した住宅については、加算した額をもって限度額とする。



別表第３

設計監理費の算定式（第２第２項本文関係）

（１）Ｌｄｅｎ６６デシベル以上の区域（８０ＷＥＣＰＮＬ以上の区域）

ア 北海道の地域及び青森県の地域

工 事 費 5,070千円 8,686千円 9,214千円 10,734千円 11,291千円 12,310千円
5,070千円 以上 以上 以上 以上 以上 以上 13,162千円

未満 8,686千円 9,214千円 10,734千円 11,291千円 12,310千円 13,162千円 以上

工 事 種 別 未満 未満 未満 未満 未満 未満

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

１居室防音工事

１世帯１居室を対 Ａ×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12
象として行う防音

工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対 Ａ×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12 5,070×0.12
象として行う防音

工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対 Ａ×0.12 5,070×0.12 Ａ×0.07 9,214×0.07 9,214×0.07 9,214×0.07 9,214×0.07 9,214×0.07
象として行う防音

工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対 Ａ×0.12 5,070×0.12 Ａ×0.07 9,214×0.07 Ａ×0.06 11,291×0.06 11,291×0.06 11,291×0.06
象として行う防音

工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上 Ａ×0.12 5,070×0.12 Ａ×0.07 9,214×0.07 Ａ×0.06 11,291×0.06 Ａ×0.055 13,162×0.055
を対象として行う

防音工事をいう。



イ アに掲げる地域以外の地域

工 事 費 4,448千円 7,615千円 8,083千円 9,417千円 9,905千円 10,800千円
4,448千円 以上 以上 以上 以上 以上 以上 11,546千円

未満 7,615千円 8,083千円 9,417千円 9,905千円 10,800千円 11,546千円 以上

工 事 種 別 未満 未満 未満 未満 未満 未満

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

１居室防音工事

１世帯１居室を対 Ａ×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12
象として行う防音

工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対 Ａ×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12 4,448×0.12
象として行う防音

工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対 Ａ×0.12 4,448×0.12 Ａ×0.07 8,083×0.07 8,083×0.07 8,083×0.07 8,083×0.07 8,083×0.07
象として行う防音

工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対 Ａ×0.12 4,448×0.12 Ａ×0.07 8,083×0.07 Ａ×0.06 9,905×0.06 9,905×0.06 9,905×0.06
象として行う防音

工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上 Ａ×0.12 4,448×0.12 Ａ×0.07 8,083×0.07 Ａ×0.06 9,905×0.06 Ａ×0.055 11,546×0.055
を対象として行う

防音工事をいう。

注：１ ア及びイの表中「Ａ」とあるのは、住宅防音に要する工事費（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を１０００で除して得た数値とする。

２ 専用調理室（台所）、区画された玄関、廊下、浴室その他の居室以外の区画を含めた防音工事であって全ての居室に対して防音工事を実施した住宅については、「Ａ×0.12」
とする。



（２）Ｌｄｅｎ６２デシベル以上Ｌｄｅｎ６６デシベル未満の区域（７５ＷＥＣＰＮＬ以上８０ＷＥＣＰＮＬ未満の区域）

ア 北海道の地域及び青森県の地域

工 事 費 3,750千円 8,182千円
3,750千円 以上 以上 8,673千円

未満 8,182千円 8,673千円 以上

工 事 種 別 未満 未満

(千円) (千円) (千円) (千円)

１居室防音工事

１世帯１居室を対 Ａ×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12
象として行う防音

工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対 Ａ×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12
象として行う防音

工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対 Ａ×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12
象として行う防音

工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対 Ａ×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12 3,750×0.12
象として行う防音

工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上 Ａ×0.12 3,750×0.12 Ａ×0.055 8,673×0.055
を対象として行う

防音工事をいう。



イ アに掲げる地域以外の地域

工 事 費 2,930千円 6,382千円
2,930千円 以上 以上 6,776千円

未満 6,382千円 6,776千円 以上

工 事 種 別 未満 未満

(千円) (千円) (千円) (千円)

１居室防音工事

１世帯１居室を対 Ａ×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12
象として行う防音

工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対 Ａ×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12
象として行う防音

工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対 Ａ×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12
象として行う防音

工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対 Ａ×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12 2,930×0.12
象として行う防音

工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上 Ａ×0.12 2,930×0.12 Ａ×0.055 6,776×0.055
を対象として行う

防音工事をいう。

注：１ ア及びイの表中「Ａ」とあるのは、住宅防音に要する工事費（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を１０００で除して得た数値とする。

２ 専用調理室（台所）、区画された玄関、廊下、浴室その他の居室以外の区画を含めた防音工事であって全ての居室に対して防音工事を実施した住宅については、「Ａ×0.12」
とする。



別表第４

設計監理費の算定式（第２第２項ただし書関係）

Ｌｄｅｎ６２デシベル以上Ｌｄｅｎ６６デシベル未満の区域（７５ＷＥＣＰＮＬ以上８０ＷＥＣＰＮＬ未満の区域）

工 事 費 2,822千円 4,829千円 4,932千円 5,750千円 5,896千円 6,419千円
2,822千円 以上 以上 以上 以上 以上 以上 6,857千円

未満 4,829千円 4,932千円 5,750千円 5,896千円 6,419千円 6,857千円 以上

工 事 種 別 未満 未満 未満 未満 未満 未満

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１居室防音工事

１世帯１居室を対 Ａ×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12
象として行う防音

工事をいう。

２居室防音工事

１世帯２居室を対 Ａ×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12 2,822×0.12
象として行う防音

工事をいう。

３居室防音工事

１世帯３居室を対 Ａ×0.12 2,822×0.12 Ａ×0.07 4,932×0.07 4,932×0.07 4,932×0.07 4,932×0.07 4,932×0.07
象として行う防音

工事をいう。

４居室防音工事

１世帯４居室を対 Ａ×0.12 2,822×0.12 Ａ×0.07 4,932×0.07 Ａ×0.06 5,896×0.06 5,896×0.06 5,896×0.06
象として行う防音

工事をいう。

５居室以上防音工事

１世帯５居室以上 Ａ×0.12 2,822×0.12 Ａ×0.07 4,932×0.07 Ａ×0.06 5,896×0.06 Ａ×0.055 6,857×0.055
を対象として行う

防音工事をいう。

注：１ 表中「Ａ」とあるのは、住宅防音に要する工事費（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を１０００で除して得た数値とする。

２ 専用調理室（台所）、区画された玄関、廊下、浴室その他の居室以外の区画を含めた防音工事であって全ての居室に対して防音工事を実施した住宅については、「Ａ×0.12」
とする。


